
特集担い手の確保・育成，魅力ある職場づくり

1.　‌�物流を取り巻く環境と「物流革新‌
に向けた政策パッケージ」

物流はわが国の国民生活や経済を支える重要な
社会インフラであり，営業収入の合計は全産業の
2%，従業員数は全就業者数の 3% を占める重要
な産業です。また，国内貨物のモード別輸送量
は，トンベースでは自動車が 9 割以上，トンキロ
ベースでは 5 割以上を占めており，日本の物流に

おいて自動車は非常に重要な役割を担っています
（図－ 1）。

しかしながら，トラックドライバーの労働環
境・雇用環境は厳しく，全産業平均と比較する
と，年間労働時間は約 2 割長く，年間所得額は約
1 割低く，有効求人倍率は約 2 倍になっています

（図－ 2）。
このような中，物流産業を魅力ある職場とする

ため，トラックドライバーに時間外労働の上限規
制が 2024 年 4 月から適用されるなど働き方改革

物流革新に向けた政策パッケージの
進捗状況と今後

～2024 年の「物流革新元年」を振り返る～

国土交通省 物流・自動車局 物流政策課

出典 : 国土交通省総合政策局情報政策本部「自動車輸送統計年報」，「鉄道輸送統計年報」，「内航船舶輸送統計年報」，「航空輸送統計年報」より作成

図－ 1　物流業界の現状
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①労働時間 ②年間賃金

④年齢構成③人手不足 全職業平均より約２倍高い。

全産業 道路貨物運送業

（倍）

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

有効求人倍率の推移

（万円）

全職業平均より約２割（400ｈ～450ｈ）
　　　　　　　長い。

全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
　　　　　　　中年層の割合が高い。

全産業平均より５％～15％（20万円～60万円）
　　　　　　　低い。（時間）
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図－ 2　トラック運送事業の働き方を巡る現状

（1）不足する輸送能力（品目別）（2019年度データより推計） （2）不足する輸送能力（地域別）（2019年度データより推計）

出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会中間取りまとめ（2023 年 2 月）より抜粋
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○具体的な対応を行わなかった場合、2024年度には輸送能力が約14%（4億トン相当）不足する可能性。
○その後も対応を行わなかった場合、2030年度には輸送能力が約34%（9億トン相当）不足する可能性。
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図－ 3　労働時間規制等による物流への影響
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がより一層推進される一方，一人当たりの労働時
間が短くなることから何も対策を講じなければ物
流の停滞を生じかねないという，いわゆる物流の

「2024 年問題」に直面していました。
具体的には，このまま推移すると輸送力が

2024 年度には 14%，2030 年度には 34% 不足し，
今のように運べなくなる可能性があると推計され
ており，これらの課題への対応が急務となってい
ました（図－ 3）。

このため，わが国の社会経済の変化に迅速に対
応し，荷主，事業者，一般消費者が一体となって
わが国の物流を支える環境整備について，関係行
政機関の緊密な連携の下，政府一体となって総合
的な検討を行うため，2023 年 3 月 31 日に「我が
国の物流の革新に関する関係閣僚会議」が設置・
開催されました。

同会議では，内閣総理大臣から，①商慣行の見
直し，②物流の効率化，③荷主・消費者の行動変
容について 1 年以内に具体的成果が得られるよ
う，対策の効果を定量化しつつ，6 月上旬を目途
に，緊急に取り組むべき抜本的・総合的な対策を
取りまとめるよう指示がなされたことを受け，
2023 年 6 月の第 2 回関係閣僚会議において「物

流革新に向けた政策パッケージ」が取りまとめら
れました。

この政策パッケージでは，荷主企業・物流事業
者間における物流負荷の軽減，物流産業における
多重下請構造の是正，荷主企業の経営者層の意識
改革・行動変容に向けた規制的措置についての法
制化を含め，中長期的に継続して取り組むための
枠組みを確実に整備することとしており，この政
策パッケージ等に基づき，関係省庁が連携し，輸
送力不足の解消に向けてさまざまな対策を講じて
きたところです（図－ 4）。

2.　政策パッケージの進捗状況

2024 年 7 月の第 5 回関係閣僚会議では，トラッ
クドライバーに時間外労働の上限規制が適用され
た 2024 年 4 月から 4 カ月が経過しようとしてい
たことや，政策パッケージに盛り込まれた対策を
具体化した「流通業務の総合化及び効率化の促進
に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を
改正する法律」（改正物流法）が同年 5 月に公布
されたことを踏まえ，政策パッケージの進捗状況

図－ 4　「物流革新に向けた政策パッケージ」の概要
（2023年 6月 2日，我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議）
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と今後の対応について国土交通大臣から報告され
ました。

具体的には，物流の効率化に向けて，自動フォー
クリフトや自動倉庫といった自動化・機械化設備
の導入や，EV トラックなどの物流の脱炭素化を
推進するとともに，荷物を載せるパレットの規格
を統合するなどの物流標準化やデータ連携の促進
などにより，共同輸配送や帰り荷確保を進めてま
いりました。

また，モーダルシフトの促進に向けた大型コン
テナ等の導入支援や高速道路の利便性向上に向け
たダブル連結トラックの通行区間の拡充，デジタ
ル技術を活用したサービスとして自動運転やド 
ローン物流等の社会実装の加速に取り組んでいま
す。

このほか，新しい物流形態である「自動物流道
路」の構築に向けた検討も進めています。これ
は，道路の中央分離帯や路肩，地下等の空間を活
用して，無人化・自動化した輸送を行うことを目
指すものであり，今後 10 年での社会実装を目指
し，引き続き取組を進めていきます。

次に，商慣行の見直しに向けては，政策パッケ
ージに盛り込んだ規制的措置についての法制化を
図るための「流通業務の総合化及び効率化の促進
に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を
改正する法律」が，2024 年 5 月に公布されました。

このうち，改正物流効率化法においては，物流
効率化のために荷主・物流事業者等が取り組むべ
き措置に関する判断基準や一定規模以上の事業者
を指定する際の基準，指定された事業者に義務付
けられる中長期計画や定期報告の記載事項等につ
いて，荷主を所管する経済産業省，農林水産省等
とともに検討を行い，本改正法の施行に向けた取
組を進めていくため，同年 6 月に，国土交通省，
経済産業省，農林水産省の 3 省が共同事務局とな
って合同審議会を設置しました。

その後，全 4 回にわたる会議を経て，同年 11
月に改正物流効率化法の荷主・物流事業者に対す
る規制的措置の施行に向けた取りまとめを策定・
公表し，当該取りまとめを踏まえた政省令案につ

いてパブリックコメントを実施するなど，2025
年 4 月予定の施行に向けた準備を進めています。

また，2023 年 7 月に設置したトラック Gメン
について，悪質な荷主・元請事業者を是正するた
め，1 年間で計 811 件の働きかけや要請などを実
施しました。その後，物流全体の適正化を図る観
点から，2024 年 11 月に「トラック・物流 Gメン」
へ改組・拡充しました。

具体的には，従来の 162 名に本省・地方運輸局
等の物流担当部署から 29 名を追加し，倉庫業者
からも情報収集を行えるようにするとともに，各
都道府県のトラック協会が新たに設ける「Gメン
調査員」166 名を追加し，総勢約 360 名規模への
大幅な体制拡充を図ることで，情報収集機能を一
層強化しています。

さらに，2024 年 11 月および 12 月を，Gメンに
よる集中監視月間とし，プッシュ型の情報収集等
を積極的に実施し，適正な取引を阻害する疑いの
ある悪質な荷主等に対する是正指導を強力に実施
しました。具体的には，荷主，元請事業者等に対
し，トラック事業者が関係法令を遵守して事業を
遂行することができるよう荷主等が配慮すること
の重要性について理解を得るための周知・協力要
請等の活動を実施しました。

最後に，荷主・消費者の行動変容に向けて，宅
配の再配達率を半減させるため，EC 事業者や物
流事業者と連携しながら，物流負荷の低い受取方
法を利用者が選択した際のインセンティブ付与を
国が支援することにより消費者の行動変容を促す
仕組みの社会実装を目指す「ポイント還元実証事
業」を 2024 年 11 月から 2025 年 1 月まで実施し
ました。

3.　今後のさらなる取組の推進

物流の「2024 年問題」は，喫緊の課題である
と同時に，年々深刻化していく構造的な課題であ
り，継続的に対応していく必要があります。この
ため，2030 年度に不足する輸送力 34% を補うこ
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とを目指し，荷待ち・荷役時間の削減，積載率向
上，モーダルシフト，再配達削減等，政策パッケ
ージ等に基づく取組に着実に取り組んでいくため
の必要な施策について引き続き検討を進め，その
一層の強化を図っていきます。

具体的には，物流効率化に向けた陸・海・空の
輸送モードを活用した新モーダルシフト，物流拠
点の整備，物流 DX・GX，物流標準化・データ
連携の推進，商慣行の見直しに向けた改正物流効
率化法による規制的措置の執行体制の整備や，ト
ラック・物流 G メンの執行強化，荷主・消費者
の行動変容に向けた宅配ロッカー等の多様な受取
方法などの普及促進のための実証事業などに取り
組んでいきます（図－ 5）。

このうち，特に，物流拠点の整備については，
物流の「2024 年問題」や激甚化する災害問題等
に社会が直面する中で，物流を取り巻く長年の構
造的課題への対応の必要性がこれまでになく高ま
っている状況であり，ソフト・ハード一体として
積極的な政策の推進を図る絶好機と考えています。

積載率の向上，荷待ち・荷役時間の縮減，新技
術の導入等の社会的要請にスピード感を持って対
応するとともに，地域全体の産業インフラでもあ

る物流拠点へのニーズの変化，アセットの老朽
化，物流拠点の役割や供給方法の多様化等の状況
の変化も踏まえ，営業用倉庫を含めた物流拠点に
係る，物流拠点への民間投資の促進に寄与する政
策のあり方の検討を行うため，「物流拠点の今後
のあり方に関する検討会」を 2024 年 10 月から開
催しています（図－ 6）。

この検討会においては，学識経験者や倉庫業
界，不動産業界，トラック業界，金融機関等の関
係団体，関係省庁を交え，次の 3 つの論点を提示
しつつ議論を進めているところです。
①　物流拠点に求められる役割・機能

・物流 2024 年問題・気候変動等を踏まえた物
流の変化への対応

・自動運転等の GX・DX に係る新技術への対
応　等

②　地域経済を支える物流拠点の立地戦略
・中継輸送の拡大，EC 拠点の拡大，自動運転

導入等を踏まえた変化への対応
・地域戦略，まちづくりとの連携強化その他の

整備促進に向けた課題への対応　等
③　物流拠点の整備・運営事業者に係る産業政策

・老朽化アセットの再構築，人手不足等の持続

図－ 5　陸・海・空の輸送モードを活用した新モーダルシフトの推進
（2024年 11月 22日，官民物流標準化懇談会 モーダルシフト推進・標準化分科会）
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可能性に関わる課題への対応
・一層の連携の可能性等の物流業界内の構造の

あり方
・政策推進のための支援策のあり方　等
今後は，同検討会の議論を踏まえ，物流拠点の

整備に係る政策を具体化していく予定です。
物流を支えるエッセンシャルワーカーであるト

ラックドライバーの処遇改善や担い手確保をはじ
め，物流産業の持つさまざまな課題は「待ったな
し」の極めて重要な局面にあります。このため，
国土交通省が「物流革新元年」と位置付けた
2024 年に引き続き，2025 年は具体的な取組を実
行する 1 年としてさらなる飛躍の年となるよう，
政府一丸となって，全力で取り組んでいきます。

図－ 6　物流拠点の今後のあり方に関する検討会
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